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告 示
奈良市告示第509号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良

市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年９月３日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。

２ 移動年月日
平成30年９月２日

３ 移動対象区域
近鉄新大宮駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁

止区域
４ 保管場所

奈良市大安寺西二丁目288番地の１
奈良市自転車等保管施設

５ 引取期間
告示日から60日間。ただし、奈良市の休日を定める条

例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定す
る市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く。）を除
く。

６ 引取時間
午前９時から午後４時30分まで

７ 引取りのための必要事項
⑴ 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認でき
るもの（学生証・運転免許証・保険証等）をお持ちく
ださい。

⑵ 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。
ア 移動費 自転車 2,000円

原動機付自転車 4,000円
イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から14日以内

は無料）
８ 連絡先 奈良市市民生活部 交通政策課

電話0742－34－1111代表
（平成30年９月３日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第510号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規

定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します。
平成30年９月３日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 許可の年月日及び番号

平成30年５月31日 奈良市指令整開 第18Ａ－３号
２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成30年９月３日 第1652号
３ 開発区域に含まれる地域

奈良市雑司町376番５、376番６及び376番10
４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市雑司町376番地の５
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北川 隆
（平成30年９月３日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第511号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良

市条例第23号）第10条第３項の規定により利用者又は所有
者から引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、
奈良市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（昭和59
年奈良市規則第35号）第５条の規定により告示します。
平成30年９月３日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 処分の根拠

告示日から60日経過したにもかかわらず、引取りがな
いため。

２ 処分対象自転車等の保管場所
奈良市大安寺西二丁目288番地の１
奈良市自転車等保管施設

３ 処分年月日
平成30年９月３日

４ 処分対象自転車等の移動年月日
平成30年２月２日、同月４日、同月６日、同月９日、

同月15日、同月16日、同月20日及び同月22日
（平成30年９月３日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第512号
介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項、第

53条第１項及び第42条の２第１項の規定により、指定居宅
サービス事業者、指定介護予防サービス事業者及び指定地
域密着型サービス事業者を指定しましたので、同法第78条
第１号、第115条の10第１号及び第78条の11第１号の規定
により公示します。
平成30年９月５日

奈良市長 仲 川 元 庸
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事業所番号
事業所 事業者 指 定

年月日所在地 名称 法人所在地 法人名

2970107989 奈良市高畑町469番地の１
あすならホーム高畑訪
問看護ステーション

奈良県大和郡山市宮堂
町字青木160番７

社会福祉法人 協同福
祉会

平成30年
９月１日

2990100592 奈良市あやめ池南二丁目２番16号
あすならハイツあやめ
池デイサービス

奈良県大和郡山市宮堂
町字青木160番７

社会福祉法人 協同福
祉会

平成30年
９月１日

2990100600 奈良市富雄川西一丁目18番31号 樹楽 富雄 大阪府池田市建石町９
番11号 株式会社モロアス 平成30年

９月１日

（平成30年９月５日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第513号
奈良市住居表示に関する条例（昭和42年奈良市条例第21

号）第３条の規定により、次のとおり住居番号をつけたの
で、同条第４項の規定により告示します。
平成30年９月５日

奈良市長 仲 川 元 庸
以下省略

（平成30年９月５日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第514号
大和都市計画（奈良国際文化観光都市建設計画）生産緑

地地区を変更するため、都市計画法（昭和43年法律第100
号）第21条第２項において準用する同法第17条第１項の規
定により次のとおり公告し、当該都市計画の案を公衆の縦
覧に供します。
平成30年９月７日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 変更に係る都市計画の種類

大和都市計画（奈良国際文化観光都市建設計画）生産
緑地地区

２ 変更に係る都市計画を定める土地の区域
奈良市大森西町、五条畑一丁目、四条大路一丁目、四

条大路三丁目、四条大路四丁目、菅原町、大安寺二丁目、
中山町、中山町西四丁目、平松一丁目、平松三丁目、平
松四丁目、法華寺町、法蓮町及び六条西一丁目の各一部

３ 変更に係る都市計画の案の縦覧場所
奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市都市整備部都市計画課

４ 縦覧期間
平成30年９月７日から平成30年９月21日まで

５ 意見書の提出要領
この都市計画の案について意見書を提出しようとする

者は、本案についての意見の要旨及びその理由を具体的
に記載し、住所、氏名及び連絡先を併記した文書１通を
市長宛とし、奈良市都市整備部都市計画課に平成30年９
月21日までに必着するように提出してください。

（平成30年９月７日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第515号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良

市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年９月７日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由



自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成30年９月６日
３ 移動対象区域

近鉄大和西大寺駅周辺、近鉄西ノ京駅周辺、近鉄平城
駅周辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略
（平成30年９月７日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第516号
国税徴収法（昭和34年法律第147号）第54条の規定に基

づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべき
者の住所等が不明のため送達することができないので、地
方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定
により、次のとおり公示送達します。
なお、この公示送達に係る関係書類は、財務部滞納整理

課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば
いつでも交付します。
平成30年９月７日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 送達をすべき文書

差押調書（謄本）
２ 送達を受けるべき者

省略
（平成30年９月７日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第517号
生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の規

定により施術者の指定をしましたので、同法第55条の３の
規定により次のとおり告示します。
平成30年９月７日

奈良市長 仲 川 元 庸
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指定施術者の氏名
施術の種類 指定年月日

施術所の名称 施術所の所在地

小田 智佳

あんま 平成30年６月１日
かどわき接骨院 奈良県奈良市京終地方東側町18番地

小田 智佳

はり・きゅう 平成30年６月１日
かどわき接骨院 奈良県奈良市京終地方東側町18番地

（平成30年９月７日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第518号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良

市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年９月11日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成30年９月11日
３ 移動対象区域

近鉄新大宮駅周辺、近鉄高の原駅周辺及びＪＲ奈良駅
周辺自転車等放置禁止区域

以下省略
（平成30年９月11日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市告示第519号
地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11項

の規定により杣ノ川町自治会から告示した事項の変更の届
出がありましたので、同条第10項の規定により次のとおり
告示します。
平成30年９月12日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日
平成30年４月１日

（平成30年９月12日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市告示第520号
奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良

市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
平成30年９月13日

奈良市長 仲 川 元 庸
１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２ 移動年月日

平成30年９月13日
３ 移動対象区域

変更事項 変 更 前 変 更 後

事 務 所 の
所 在 地

奈良市杣ノ川町
611番地

奈良市杣ノ川町
278番地

代表者の氏名
及 び 住 所

大東 彰
奈良市杣ノ川町
611番地

𫝆入 保
奈良市杣ノ川町
278番地



近鉄学園前駅周辺、近鉄富雄駅周辺、近鉄菖蒲池駅周
辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略
（平成30年９月13日掲示済）

監 査
奈良市監査委員告示第13号
地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第１項の規

定に基づく住民監査請求に係る監査結果を、同条第４項の
規定により通知したので、次のとおり公表します。
平成30年９月14日

奈良市監査委員 東 口 喜代一
同 中 本 勝
同 道 端 孝 治
同 三 橋 和 史

奈 監 第 45 号
平成30年９月13日

請求人 Ａ 外 189名
代理人
奈良県奈良市登大路町５番地
修徳ビル２階
奈良合同法律事務所
弁護士 佐藤 真理 様
大阪府堺市堺区一条通20番５号
銀泉堺東ビル６階
堺総合法律事務所
弁護士 辰巳 創史 様

奈良市監査委員 東 口 喜代一
同 中 本 勝
同 道 端 孝 治
同 三 橋 和 史

住民監査請求の結果について（通知）
平成30年７月５日付けで提出のあった住民監査請求につ

いては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第４
項の規定に基づき監査した結果、その内容を次のとおり通
知します。
１ 監査対象部局

奈良市建設部土木管理課
２ 請求人及び代理人による証拠の提出及び陳述

地方自治法第242条第６項の規定により、平成30年８
月28日に新たな証拠の提出を受け、陳述の聴取を行った。

３ 関係職員の陳述
平成30年８月28日に建設部長、土木管理課長、同課長

補佐、同課明示係長に対し、陳述の聴取を行った。
４ 請求の要旨

請求人が請求している要旨は、次のとおりである。な
お、原文のまま記載しているが、一部個人情報について
は、小文字アルファベットに置き換えている。
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請求の趣旨
奈良市監査委員は、奈良市長及び奈良市建設部土木管

理課職員らが、奈良市が所有管理する別紙図面１のＣ２、
Ｆ５、Ｆ２、Ｆ３、Ｆ４、ＳＫ８、Ｌ、Ｋ７、Ｋ８、Ｋ
６、Ｃ２の各点を順次直線で結んだ範囲内の土地（7･23
平方メートル）の財産管理を怠った事実を監査し、境界
確定のやり直し等必要な措置を講ずるよう勧告せよ。

請求の理由
１ 奈良市が管理すべき財産について
⑴ 本件土地

別紙図面２のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、
Ａの各点を順次直線で結んだ範囲内の土地（赤色表
示の30.76平方メートル）（以下「本件土地」という
）は、地方分権推進計画（平成10年５月29日閣議決
定）、地方分権一括法（地方分権の推進を図るため
の関係法律の整備等に関する法律）第113条及び国
有財産特別措置法第５条１項に基づき、平成16年９
月30日、奈良市が国からの譲与により取得した土地
である。

⑵ 本件不法取り込み地
しかるに、本件土地の内のＥ～Ｆ～Ｇ～Ｈ沿いの

幅員30センチ分の土地及びその南東部に接続する土
地、即ち別紙図面１のＣ２、Ｆ５、Ｆ２、Ｆ３、Ｆ
４、ＳＫ８、Ｌ、Ｋ７、Ｋ８、Ｋ６、Ｃ２の各点を
直線で結ぶ範囲内の土地（黄色表示の7･23平方メー
トル）（以下「本件不法取り込み地」という）が、
以下に述べる通り、本来は本件土地及び同土地に隣
接する奈良市道敷（以下「本件市道敷」という）の
一部であるにもかかわらず、奈良市が財産管理を
怠った結果、奈良市ａ土地（以下「ａ土地」という
）の一部として不法に取り込まれた。
土地の不法取り込みであることは、以下の事実か

ら明らかである。
ア 奈良市ｂ土地（以下「ｂ土地」という）とａ土
地は、昭和36年11月８日に分筆されるまでは、
元々一筆の土地（以下「旧ｂ土地」という）で
あった（甲14、甲１の１、甲３の１）。
旧ｂ土地の北側にあった幅員1･82メートルの里

道が、図面２のＨ地点（図面１のＣ２地点）を境
にして東側が西側より30センチも狭い幅員1･5メ
ートルになるというのは、極めて不自然である。

イ 本件土地の東端付近には、奈良市が管理する側
溝が存在する（別紙図面２及び甲15参照）。本件
不法取り込み地がａ土地の一部であるとすれば、
私有地内に奈良市管理の側溝が含まれることとな
るが、そのようなことは通常あり得ない。

２ 関係者
⑴ ｃは、昭和33年８月19日、ｂ土地をｄより売買に
より購入した（甲１の１）。
ｃは、ｂ土地上に、昭和36年10月20日、４軒長屋
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の共同住宅（以下「長屋」という）を建築した。
（甲２の１、２）。
ｃは、平成 年１月１日死亡した。

⑵ ｅはｃの長男であり、ｃの次女であるｆと共に、
ｂ土地及び長屋を相続した（甲 の１、２）。ｅは
現在は長屋の西側２軒に長男とともに居住している。
なお、ｅは、９才の時に失明し、全盲である。

⑶ ｆはｃの次女であり、ｅの姉である。ｆは７才の
時に失明し全盲となった。昭和 年から 年間、家
族と共に長屋で居住し、現在は長屋のすぐ近所に居
住している。
長屋の東側から２軒目は、ｆが会長を務めている

「ｇ会」（以下「ｇ」という）の事務所として賃貸
しており、同会の会員である視覚障害者らが、盲導
犬やガイドヘルパーとともに、絶えず出入りしてい
る（甲 ～ 、甲 の写真⑥）。

⑷ ｈはｆの夫であり、弱視である。
⑸ ｉとその母親のｊは、平成 年３月 日、ａ土地
とａ土地上の２階建建物（以下「ｉ、ｊ旧建物」と
いう）をｋの相続人ｌらから売買により購入した（
甲３の１、２、甲４の１、２）。

⑹ ｍは、数年前からｉ、ｊ旧建物に居住していた。
ｍは、ｉ、ｊからａ土地を賃借している。ｍは、平
成 年９月８日に建築確認を受けてｉ、ｊ旧建物を
解体し（甲 の１）、新築工事を急ピッチで進め、
平成 年１月中旬頃に完成させた。（甲 の２）。
現在は本件不法取り込み地に人工芝が敷かれてい

る（甲 ）。
⑺ 土地家屋調査士（以下「 調査士」とい
う）は、平成 年８月９日に本件土地の現場測量に
立会い、同年９月 日付奈指建土管第 － 号の
境界確定（以下「本件境界確定」という）申請（
甲 ）及び同月 日付地積更正登記申請（甲 ）を
行った。

⑻ 奈良市建設部土木管理課の 係長（以下「
係長」という）は、上記現場測量に立ち会った。

⑼ 奈良市建設部土木管理課の も、上記現
場測量に立ち会った。

⑽ 請求人らは奈良市民であり、ｇの会員として、本
件土地を長年通行してきた者も少なくない。

３ 土地の不法取り込みを容認したこと
⑴ 年７月 日過ぎ頃、ｊからｅに対し、「ｍさ
んが家を建替えるので、今後もめないように境界の
確認に立ち会って欲しい」と連絡があり、ｅは
調査士作成の「境界明示確定・筆界確認の際のご協
力のお願いについて」との書面（甲９の１）及び
「境界立会の日時のご通知」との書面（甲９の２）
を受け取った。

⑵ ８月９日午後２時、ｅはｈとともに現場に出向い
て立ち会った。この際、 調査士から「ａ土地は
実測すると公簿面積より３坪少ない」との話があり、

さらに 調査士が奈良市職員に対し、「里道の幅
を センチにする」と話したのを耳にして、ｅは
「通路がこれ以上狭くなると困る」と何度も抗議し
た。
しかし 調査士は、「ｅさんは関係ない、これ
は奈良市との問題で口出しできない」と発言して聞
き入れなかった。
奈良市土木管理課の 係長・ ら二人
の職員は、現場にいたが、何ら発言せず、 調査
士の発言を制止しなかった（甲 、甲 ）。

⑶ このように、 係長らはｅら「隣接土地所有者
等に十分意見を述べさせ」「公正妥当な境界を見い
だすよう努め」ておらず、これらの行為は奈良市の
「公共財産敷地境界確定要領」の第９条３項に違反
するものである（甲 ）。
また、視覚障害者に対するなんらの合理的配慮も

とられておらず、「障害を理由とする差別の解消の
推進に関する法律」の第７条２項にも違反するもの
である。

⑷ その後、 調査士は、「今日は暑いのでこれで
終わっておきます。後日書類ができたら持っていく
ので、印鑑をもらいたい」と発言したが、 調査
士らから測量図面や境界確定のための書類が持参さ
れることはなかった。

調査士らは、ｃやその代理人であるｅやｆの
同意判抜きで境界確定書を作成し、地積更正登記手
続きを強行した（甲 、甲 ）。
これにより、奈良市が管理すべき財産である本件

土地及び本件市道敷の一部が、不法にａ土地に取り
込まれた。

４ 境界確定書の瑕疵を見逃したこと
甲 の２枚目「境界確定図」によると、 調査士
による測量日は８月９日の立会から 日後の８月 日
であり、９月 日に「境界確定図」を作成したと記載
されている。９月 日に奈良市長が境界確定書をｉ及
びｊ宛に交付している（甲 の１枚目）が、境界確定
書には、「立会日 平成 年８月９日」として「現地
並びに図面に表示されたとおりで異議がありません。」
として、５人の記名押印がなされている。
しかし実際には、ｎ自治会長は８月９日当日、現地

に立ち会っていない。ｏは現地に立ち会ったが、自己
所有地との境界確定の際は現場にいたものの、ａ土地
の北側里道の確定作業には立ち会っていなかったので
ある。
このようにｃや同人から財産管理をまかされている

ｅ及びｆの同意判抜きで作成された境界確定書には重
大な瑕疵があるにもかかわらず、奈良市は境界確定申
請を却下しなかった。

５ 境界確定作業のやり直し等を行わなかったこと
そこでｆらは、平成 年 月 日、奈良市建設部土

木管理課を訪問し、境界確定作業のやり直し等を求め



５ 監査対象事項
里道と私有地との境界確定（平成 年９月 日付け奈
指建土管第 － 号。以下「本件境界確定」という。）
において、市に違法若しくは不当に財産の管理を怠る事
実があり、その結果市に損害を与えているかどうかにつ
いて監査した。
なお、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律第７条第２項に違反するかどうか及び隣地住民へ重大
な悪影響を与えているかどうかについては、財務会計上
の行為には当たらないため、地方自治法第 条に規定
される住民監査請求の要件を満たしていないと判断し、
監査対象事項とはしなかった。

６ 監査の結果
（事実関係）
⑴ 里道とは、法定外公共物と呼ばれており、公図に地
番が付されておらず、公図のほかにその位置や所在等
を証する公文書はないため実際の境界は確認できない
のが通常である。また、地方分権一括法（地方分権の
推進を図るための関係法律の整備等に関する法律。平
成 年法律第 号）が施行され、国有財産特別措置法
（昭和 年法律第 号）の一部改正に伴い、里道に
ついては、所有権が国から市町村に譲与されることに
なった。

⑵ 本件境界確定の申請地（以下「本件私有地」とい
う。）に隣接している里道については、国有財産特別
措置法第５条第１項第５号の規定に基づき、平成 年
９月 日付けで財務省近畿財務局奈良財務事務所長と
国有財産譲与契約を締結し、同日付けをもって本市に
所有権が移転したものであり、その際、当該里道の幅
員、面積等について明確に示す資料は見当たらず、境
界は確定されていなかった。

⑶ 本市における里道の境界確定に関する事務のうち、
私人等からの境界確定申請によるものの取扱いについ
ては、公共財産敷地境界確定要領（以下「要領」とい
う。）に定められており、境界確定の事前調査及び現
地立会、境界確定書等の作成事務についての条文は次
のとおりである。

― ―

平成 年 月１日
（月 曜 日）第 号 奈 良 市 公 報

た（甲 ）。その際、ｆらは、「本来奈良市が管理すべ
きである、本件土地東端の側溝までもが取り込まれて
いることからも、本件土地が不法にａ土地に取り込ま
れたことは明らかである」と指摘した（甲 ）。
それにもかかわらず、奈良市長は、同年 月７日付

で、ｆらに対し、境界確定作業のやり直し等は行わな
い旨の回答をした（甲 ）。

６ 隣地住民へも重大な悪影響を与えていること
ｅらが所有し、ｅが現に居住もしている長屋は、築
年以上を経過しており、住宅の建て替えが必要な状

態となっている。
しかし、ｅらの所有するｂ土地北側の里道は、建築

基準法 条の道路に該当しないため、ｂ土地上に建物
を新築するには、建築基準法 条１項ただし書許可が
必要になるところ、かかる許可を得るには、奈良市建
築審査会の同意が必要となる。
奈良市建築審査会の一括同意基準によれば、国、地

方公共団体等が管理するもので、道路に通ずる道状の
通路の幅員が メートル以上と定められている（甲
の１、２）。
ところが、前記の通り、ｉらが依頼した 調査士
が作成した境界確定書の内容について、隣接者である
ｃの代理人として現地に立ち会ったｅが異議を申し出
ていることを奈良市土木管理課職員 係長・
らは現地で確認しながら、申請通りの「別紙図面

のとおり確定します。」として、奈良市長仲川元庸が
押印してしまったのである（甲 ）。
この境界確定書によると、ａ土地の北側の里道の幅

員は メートルであり、 メートルに メートル
不足することになる。このようにａ土地北側の里道の
幅員が メートルを下回ることになれば、ｂ土地に
おける建物新築がおよそ不可能となってしまう（甲
の１、２）。
奈良市職員が本件土地の財産管理を怠った結果、公

共財産の流出のみならず、隣地住民へも重大な悪影響
が生じているのである。

７ 結語
上記に詳述したとおり、奈良市長及び奈良市建設部

土木管理課職員は、土地の不法取り込みを容認し、境
界確定書の瑕疵を見逃し、境界確定作業のやり直し等
も行わなかった。かかる事実は、違法若しくは不当に
財産の管理を怠るものである。
よって、監査委員は、本件について、早期に厳格な

監査を行い、奈良市長及び奈良市建設部土木管理課職
員に対し、境界確定のやり直し等必要な措置を講ずる
よう勧告されたい。
申請人らは、地方自治法第 条６項に基づき、陳

述の機会を付与し、十分な陳述の聴取を実施するよう
求める。

以上

【公共財産敷地境界確定要領（抄）】
（事前調査及び現地立会）
第９条 事前調査に先立ち、次に掲げる資料を調査

するとともに、これらの土地の沿革、証言、
慣行等特別な関係も併せて調査するものとす
る。
ア 公図、地籍図、地積測量図、土地所在図
等法務局備付地図

イ 付近境界確定書、官有地台帳等
ウ 土地区画整理及び耕地整理による換地確
定図

２ 現地立会の実施にあたっては、原則として
申請者又は代行者が事前に日時及び場所を隣



⑷ 本件私有地の所有者から境界確定申請がなされたこ
とに伴い、本件私有地所有者、本件私有地の西側隣接
土地（以下「本件隣接土地」という。）所有者の財産
管理人である長男（以下「ｅ氏」という。）、対側土地
所有者、当該里道に隣接していない本件私有地南側の
土地所有者（以下「ｏ氏」という。）及び土木管理課
の職員が平成 年８月９日に現地立会を行った。

⑸ 当該里道、本件私有地及び本件隣接土地の点接地
（以下「Ｃ２」という。）は、平成 年 月 日付け
奈指建土管第 号の境界確定書により境界が確定（
以下「既明示」という。）していた。

⑹ 要領第 条第１号に「境界確定書には市長及び申請
人、隣接土地所有者等その他関係人が記名押印するこ
と。」と定められているが、法務局に備え付けられて
いる地積測量図における基準点に基づく座標値により、
復元が可能である境界点の場合、復元についての技術、
資格を有する土地家屋調査士等から理由書又は上申書
の提出の上、復元可能な境界点を含む土地所有者の記
名押印を省略できるものとして運用されている。

⑺ 本件私有地所有者の依頼を受けた土地家屋調査士
（以下「 調査士」という。）は、当該里道と本件
私有地の境界についてｅ氏の反対があったため、本件
隣接土地所有者（ｅ氏の父）の記名押印なしで境界確
定申請に係る関係書類を作成し、本件私有地所有者、
対側土地所有者及び市の合意により、平成 年９月
日付けで境界が確定した。

⑻ 現地立会当日に欠席であった自治会長は、後日
調査士から説明を受けた上で記名押印しており、また、
ｏ氏は、当該里道と本件私有地の境界を確定するため
ではなく、自己所有地、市道及び本件私有地南東部の
境界（甲第 号証に添付されている平面図上のＳＫ
）を確定するために立ち会い、本件境界確定書に記

名押印した。
（監査委員の判断）

住民監査請求に基づく監査及び勧告に係る決定は、地
方自治法第 条第８項において、監査委員の合議によ
るものと規定されている。
本件住民監査請求について、上記事実関係に基づき審

議した結果、合議に至らなかったため、監査の結果を出
すことはできなかった。
なお、参考までに監査委員の見解について以下に付記

する。
○請求に理由がないとする見解

請求人は、市が土地の不法取り込みを容認し、境界
確定書の瑕疵を見逃し、境界確定作業のやり直し等も
行わなかったことが違法若しくは不当に財産の管理を
怠るものであると主張しているので、これらについて
判断する。
ア 市が土地の不法取り込みを容認したかどうかにつ
いて
本件私有地に隣接している里道については、事実関

係⑴及び⑵のとおり、国有財産特別措置法に基づき国
から本市に所有権が移転したものであり、その時点で
は当該里道と本件私有地の境界について明確に示す資
料は見当たらず、境界は確定されていなかった。当該
里道と本件私有地の境界については、事実関係⑺のと
おり、本件境界確定において当事者間の合意により初
めて確定したものである。
境界確定については、「市と隣接地の所有者とが対

等の立場で所有権の範囲（土地境界）について協議す
るものであって、私法上の契約の性質を有し、両者の
合意により境界に関する協議が調った場合には、これ
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接土地所有者、準用河川及び法定外公共物に
あっては隣接土地所有者、対側土地所有者
（点接土地所有者を含む。）並びにその他の
関係者（以下「隣接土地所有者等」という。）
に連絡し、立会を求めるものとする。

３ 現地においては、申請者及び隣接土地所有
者等に十分意見を述べさせ、その主張する根
拠を明らかにさせるとともに付近の地形、地
物等を考慮し公正妥当な境界を見いだすよう
努めるものとする。なお、準用河川及び法定
外公共物において、十分な資料を収集できな
かったときは、別表１及び別表２を基準に幅
員を決定すること。

４ 略
（境界確定書等の作成事務）

第 条 現地調査の結果について、協議が成立し境
界を決定した場合には、次に掲げる事項によ
り境界確定書（様式第６号）及び境界確定図
（実測平面図及び実測断面図）を作成し、市
長及び申請人それぞれ１部を保管するものと
する。

⑴ 境界確定書には市長及び申請人、隣接土地
所有者等その他関係人が記名押印すること。

⑵～⑷ 略

別表２（第９条関係）
里道の幅員

昔から徒歩又は人肩による運搬路の場合
３尺 ｍ

昔から肩引車による運搬路の場合
３尺 ｍ

昔から二輪牛馬車による運搬路の場合
４尺 ｍ

昔から四輪牛馬車による運搬路の場合
６尺 ｍ

昔から部落と部落を結ぶ運搬路の場合
６尺 ｍ

水路の幅員
略



により公有地と隣接地との所有権の範囲が確定される
ものと解するのが相当である。」（福岡地裁平成20年４
月22日判決）とされている。この判決文を本件境界確
定に照らすと、「隣接地の所有者」は「本件私有地所
有者」に該当する。
また、本件境界確定により、市が管理する側溝が私

有地内に含まれることをもって里道の一部が取り込ま
れたとの主張がある。側溝の設置や管理については、
地元要望に基づき境界確定がされていない箇所に市が
行うこともあり、側溝の管理、側溝の所有及び敷設さ
れている土地の所有が同一であるとはいえないと考え
られる。よって、境界が確定した結果として側溝が私
有地に存在することになったことをもって、里道が私
有地に取り込まれたとはいえないと判断する。
さらに、元々一筆の土地であった本件私有地と本件

隣接土地において、北側里道の幅員に30センチメート
ルの差があることは極めて不自然であり、この不自然
さをもって、私有地に里道が不法に取り込まれている
との主張がある。この主張については、請求人から提
出のあった証拠資料である甲第７号証（本件隣接土地
と里道の境界確定書）に添付されている図面において、
本件隣接土地西側里道の幅員が一定ではないことから
も、そもそも里道の幅員が端から端まで一定であると
いう明らかな根拠はない。境界は地権者同士の合意に
より決定されるものであることから、要領第９条第３
項に「準用河川及び法定外公共物において、十分な資
料を収集できなかったときは、別表１及び別表２を基
準に幅員を決定すること。」とはあるが、これは合意
に至らない場合や境界の目安が不明な場合等に適用さ
れるものであり、本件境界確定において同別表を適用
しなかったことについては相当であったと考えられる。
よって、幅員が異なることをもって、里道が私有地に
取り込まれたとはいえないと判断する。
以上のことから、本件境界確定により、市が土地の

不法取り込みを容認したとはいえない。
イ 境界確定書に瑕疵があったかどうかについて
境界確定書に本件隣接土地所有者の記名押印がない

ことについては、事実関係⑸及び⑹のとおり、Ｃ２が
平成18年10月18日に確定しており、その時点で現地復
元能力のある座標値が法務局に整っている状態であっ
たため、本件境界確定にあたり本件隣接土地所有者の
記名押印は必須要件ではなかった。
また、要領第９条第３項に基づき、現地においてｅ

氏らに十分意見を述べさせなかったとの主張がある。
要領第９条第３項における「意見」とは、現地立会で
確認の対象となる自己所有地の境界確定に対する意見
であると解される。本件境界確定においてｅ氏が現地
立会を依頼されたのは、境界点Ｃ２の確認のためであ
る。よって、要領に沿ってｅ氏に十分意見を述べさせ
るよう努める必要があったのは、Ｃ２についてである。
今回の現地立会においてｅ氏が意見を述べようとした

のは、Ｃ２の確認以外に関することであり、「意見」
の対象ではなかった。
さらに、要領第11条第１号の規定に基づき、本件境

界確定書に押印している者のうち、自治会長とｏ氏が
現場に立ち会っていなかったとの主張については、事
実関係⑻のとおり、自治会長は後日説明を受けた上で
記名押印しており問題はなく、また、ｏ氏は当該里道
と本件私有地との境界確定には関与しておらず、本件
境界確定に立ち会う必要はなかった。
これらの状況に鑑みれば、本件境界確定は要領に

沿って行われたものであり、本件境界確定書に瑕疵が
あったとはいえない。
以上、ア及びイに基づき総合的に判断すると、市の

財産である里道の私有地への不当な取り込みを容認し
たとはいえず、市に損害を与えているとは認められな
いため、請求人の主張はいずれも理由がないものと判
断し、本件住民監査請求を棄却する。
なお、請求人の主張には理由がなかったと認める監

査委員の中で一部の監査委員は、請求人が要領に基づ
き「隣接土地所有者等に十分意見を述べさせ」「公正
妥当な境界を見いだすよう努め」ておらず、と主張し
ている部分について、判断の結論には影響を与えない
が、次のとおり意見を述べている。
ｅ氏にとって、本件境界確定における要領上の「意

見」の対象が、Ｃ２の確認に関することについてのみ
であったとしても、市は「意見」の対象についての説
明をｅ氏に丁寧に行うなどｅ氏が納得できるように努
めることも、この要領の求めているところであると解
する。しかしながら、本件境界確定において市が、こ
のような説明を丁寧に行おうとした積極的な努力は認
められず、この点に関しては要領に反していたと考え
る。

○請求に理由があるとする見解
請求人は、市が土地の不法取り込みを容認し、境界

確定書の瑕疵を見逃し、境界確定作業のやり直し等も
行わなかったことが違法若しくは不当に財産の管理を
怠るものであると主張しているので、これらについて
判断する。
事実関係⑴及び⑵のとおり、本件私有地に隣接して

いる里道については、国有財産特別措置法に基づき国
から本市に所有権が移転したものであり、その時点で
は当該里道と本件私有地の境界について明確に示す資
料は見当たらず、境界は確定されていなかった。
境界確定は、行政庁と隣接土地所有者とが対等の立

場で協議することが予定されているもので、私法上の
契約の性質を有するから、地方自治体の財務会計上の
行為に該当するものである。
境界が土地の所有者の合意により決定されるもので

あり、私法上の契約の性質を有するものであるとして
も、その内容については、一方当事者たる行政庁に完
全な自由裁量が認められるものと解することは相当で
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ない。そして、このような契約の妥当性を保障するた
め、契約の締結に当たって経るべき手続きや斟酌すべ
き事情を定めた要領等が存在する。要領等は行政規則
に当たる。行政規則たる内部基準は直接に外部効果を
有しないが、財務会計上の行為について合理性を担保
するために策定されているものである限り、当該行為
の妥当性の判断基準として参考になり得ることは当然
である。
したがって、境界確定について、行政庁が本件要領

等の定めと異なる取扱いをするならば、公正かつ平等
な取扱いの要請や基準に係る契約の相手方の信頼の保
護等の観点から、当該基準の定めと異なる取扱いをす
ることを相当と認めるべき特段の事情がない限り、そ
のような取扱いは裁量権の逸脱又は濫用に当たること
となるものと解される。
このような見地から本件境界確定についてみると、

本件隣接土地北側の里道については、既明示により、
幅員が ｍとなっており、当時の本件私有地所有者
は境界確定書に「現地並びに図面に表示されたとおり
で異議がありません。」として、記名押印を行ってい
る。
しかし、平成 年８月９日に行われた本件私有地境

界確定における立会いにおいて、本件私有地所有者は、
実測面積が公簿面積よりも３坪少ないとして、本件私
有地北側里道の幅員を ｍにすることを主張した。
ｅ氏はこれに対し、何度も抗議を行ったが、 調査
士及び立ち会った市職員はこれを聞き入れなかった。
これは、要領第９条第３項の「隣接土地所有者等に十
分意見を述べさせ、その主張する根拠を明らかにさせ
るとともに付近の地形、地物等を考慮し公正妥当な境
界を見いだすよう努めるものとする。」との規定に違
反する。
この点について、本件境界確定に際しても、市は要

領第９条第３項における「隣接土地所有者等」に本件
隣接土地所有者は含まれないと主張するが、事実関係
⑷のとおり、当初は本件隣接土地所有者に境界明示確
定及び筆界確認の際の立会協力を求めるなど、「隣接
土地所有者等」に本件隣接土地所有者を含めた対応を
とっており、同条第２項においても「隣接土地所有者
等」には「点接土地所有者も含む。」旨が明記されて
いることを踏まえると、市の言動には一貫性がなく、
当該主張が失当であることは明らかである。
また、要領第９条第３項には、十分な資料を収集で

きなかったときは、要領別表を基準に幅員を決定する

ことと定められているが、本件境界確定においては、
特段の資料がないにもかかわらず、同別表によること
なく、本件私有地所有者、対側土地所有者及び市の合
意のみによって幅員が決定された。
さらに、本件隣接土地所有者に対して、本件境界確

定に係る測量図面等の交付や説明は行われず、本件隣
接土地所有者の記名押印がないまま境界確定が行われ
た。これは、要領第 条第１号の「境界確定には市長
及び申請人、隣接土地所有者等その他関係人が記名押
印すること。」との規定に違反する。
また、これら要領の規定を順守して本件私有地につ

き境界確定が行われていれば、里道の幅員は広くなっ
ていたものと評価することができ、本件境界確定に
よって市に損害が生じている状況であるということが
できる。
このように、本件境界確定については、財務会計上

の手続きに関する要領の規定のうち、契約の妥当性を
保障するために定められている複数の重要な部分に違
反した手続きが認められ、かかる瑕疵ある手続きに基
づいて締結された契約については瑕疵が生じているの
であり、すなわち本件境界確定は違法であるものとい
わなければならない。
よって、請求人の主張のとおり里道が私有地に取り

込まれており、市に損害を与えていることから請求に
理由があると認められる。

（平成 年９月 日掲示済）

公 営 企 業
奈良市企業局告示第 号
公共下水道の供用及び下水の処理を開始するので、下水

道法（昭和 年法律第 号）第９条の規定に基づき次のと
おり告示します。
その関係図書は、平成 年９月３日から２週間、奈良市
企業局管理部下水道計画管理課に備え置いて縦覧に供しま
す。
平成 年９月３日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日
平成 年９月 日

２－１ 公共下水道の供用及び下水の処理を開始する区域
なし

― ―
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２－２ 供用を開始する排水施設の位置

処 理 分 区 起 点 終 点 備考

なし

３ 公共汚水桝設置のうち、供用を開始する箇所
中山町西二丁目 番 （①）
菅原町 番１、他１筆（②）

六条二丁目 番、他１筆（③）
法蓮町 番２（④）
四条大路四丁目 番１、他１筆（⑤）



法華寺町27番１、他１筆（⑥）
大森西町172番１（⑦）
押熊町1292番16、他１筆（⑧）

４ 供用を開始する排水施設の合流式及び分流式の別
分流式、合流式

５ 終末処理場の位置及び名称
大和郡山市額田部南町160番地 奈良県浄化センター

（平成30年９月３日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第50号
奈良市特定環境保全公共下水道（月ヶ瀬地区）の事業計

画を変更するにあたり、下水道法施行令（昭和34年政令第
147号）第３条の規定に基づき次のとおり告示します。
その関係図書は、平成30年９月４日から２週間、奈良市

企業局設計工務部官民連携推進課に備え置いて縦覧に供し
ます。
平成30年９月４日

奈良市公営企業管理者

池 田 修
１ 予定処理区域

67.7ha（25.7ha追加）
２ 工事着手の年月日

平成２年２月22日
３ 工事完成の予定年月日

平成37年３月31日
（平成30年９月４日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市企業局告示第51号
奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成10年奈

良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により奈
良市企業局指定給水装置工事事業者を指定したので、同規
程第10条の規定により次のとおり公示します。
平成30年９月12日

奈良市公営企業管理者
池 田 修
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名 称 代表者氏名 所 在 地 指 定 日

小原工業株式会社 代表取締役
河田 真彰 大阪府大阪市住之江区西住之江二丁目１－８ 平成30年８月21日

（平成30年９月12日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市企業局告示第52号
奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成10年奈

良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により奈

良市企業局指定給水装置工事事業者を指定したので、同規
程第10条の規定により次のとおり公示します。
平成30年９月12日

奈良市公営企業管理者
池 田 修

名 称 代表者氏名 所 在 地 指 定 日

株式会社ミヤビ設備工業 代表取締役
柴山 雅吏 奈良市芝辻町三丁目６番13号04 平成30年６月18日

（平成30年９月12日掲示済）

教 育 委 員 会
奈良市放課後児童健全育成事業施設条例施行規則の一部

を改正する規則をここに公布する。
平成30年９月１日

奈良市教育委員会
教育長 中 室 雄 俊

奈良市教育委員会規則第10号
奈良市放課後児童健全育成事業施設条例施行規則の
一部を改正する規則

奈良市放課後児童健全育成事業施設条例施行規則（平成
24年奈良市教育委員会規則第３号）の一部を次のように改
正する。
第８条（見出しを含む。）中「指導員」を「放課後児童

支援員」に改める。
別表伏見バンビーホームの項中「65人」を「108人」に

改め、同表鳥見バンビーホームの項中「64人」を「96人」
に改め、同表青和バンビーホームの項中「44人」を「86

人」に改め、同表あやめ池バンビーホームの項中「36人」
を「84人」に改め、同表伏見南バンビーホームの項中「36
人」を「66人」に改め、同表佐保台バンビーホームの項中
「28人」を「43人」に改め、同表二名バンビーホームの項
中「58人」を「117人」に改め、同表椿井バンビーホーム
の項中「29人」を「58人」に改め、同表並松バンビーホー
ムの項を削り、同表都祁バンビーホームの項中「44人」を
「83人」に改め、同表吐山バンビーホームの項及び六郷バ
ンビーホームの項を削る。
別記第１号様式から第７号様式までの規定中「（あて

先）」を「（宛先）」に改める。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成30年９月１日から施行する。
（経過措置）

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の奈
良市放課後児童健全育成事業施設条例施行規則の規定に
基づき作成されている用紙は、当分の間、必要な調整を
して使用することができる。

（平成30年９月１日掲示済）



選挙管理委員会
奈良市選挙管理委員会告示第17号
平成30年９月１日現在における地方自治法（昭和22年法

律第67号）第74条第１項及び第75条第１項並びに市町村の
合併の特例に関する法律（平成16年法律第59号）第４条第
１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数
の50分の１の数並びに市町村の合併の特例に関する法律第
４条第11項及び第５条第15項に規定する選挙権を有する者
の総数の６分の１の数並びに地方自治法第76条第１項、第
80条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教
育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162
号）第８条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の３
分の１の数は、次のとおりです。
平成30年９月３日

奈良市選挙管理委員会
委員長 西久保 武 志

50分の１の数 6,079人
６分の１の数 50,653人
３分の１の数 101,306人

（平成30年９月３日掲示済）

農 業 委 員 会
奈良市農業委員会告示第13号
奈良市農業委員会平成30年９月農業委員会総会の会議を

次のとおり招集しますので、奈良市農業委員会総会会議規
則（昭和32年奈良市農業委員会告示第３号）第２条第１項
の規定により告示します。
平成30年９月７日

奈良市農業委員会長 巽 一 孝
１ 日時

平成30年９月14日（金） 午後１時30分
２ 場所

奈良市二条大路南一丁目１番１号
奈良市役所 北棟６階 第21会議室

３ 審議案件
法令等に基づく事務関係

⑴ 農地法（昭和27年法律第229号）第３条、第
４条及び第５条に関する許可申請及び届出に
ついて

⑵ 相続税の納税猶予に係る特例農地等の利用状
況確認について

⑶ 農地法第18条第６項の規定による通知の受理
について（８月専決処理分）

⑷ 許可の取消しについて（８月専決処理分）
⑸ 生産緑地に係る農業の主たる従事者等に関す

る証明について
⑹ 生産緑地法（昭和49年法律第68号）第13条の

規定による生産緑地の取得のあっせんについ

て
⑺ 特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関

する法律（平成元年法律第58号）第３条第３
項の規定による特定農地貸付けの承認につい
て

⑻ 知事許可について（８月許可分）
（平成30年９月７日掲示済）
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